




















ンスは, 1967年の ｢第 1 次雇用対策基本計画｣ か
















































処する ｢内科的対応｣ であるとすれば, アジアの
新興工業国においては, 受け入れを宣言し制度そ













38  日本とアジア諸国における外国人単純労働者の受け入れ政策 
験の中から取り出していこうとする試みである｡ 
なお小稿 1 ～ 4 節は, 経済産業省委託事業として
実施された実態調査研究1)の成果の一部を再掲し
たものである｡ 
1 . 調査研究の目的と調査対象 (国及び地域) 
の限定 










として, シンガポール, チャイニーズタイペイ 
(以下, 台湾), 大韓民国 (以下, 韓国) の三つの







































表 1 調査対象国及び地域の概要と外国人労働者受入制度 
 






人 口 及 び Ｇ Ｄ Ｐ 
















































































者受入制度の発展段階｣ に求めた (表 2 )｡ 





表 2 日本における外国人労働者受入制度の発展段階 (フェーズ) 
 
フェーズ 外国人の類型 年代区分 受入メリット デメリット 制度的隘路 






安定的就業 職種と期間の制限 労働基準の不徹底 
      


















40  日本とアジア諸国における外国人単純労働者の受け入れ政策 
まず第一段階 (フェーズⅠ) は, 純粋な ｢研修
生｣ の受け入れである｡ 文字通り, これは労働者
ではない｡ 制度的な受け入れの端緒になっている





















































技能実習 ｢生｣ から労働 ｢者｣ となる｡ 上述の通















第五段階 (フェーズⅤ) は, 最終段階としての, 



















表 2 で整理した通り, 日本の外国人労働者受入






















制度 (研修生等の受け入れ)｣ から ｢雇用許可制







































































関, 大学・研究機関, 現地・日系企業, 労働組合, 
NPO・ボランティア団体等へのヒアリング調査及
び資料収集) を行っている｡ それぞれの現地調査
は, シンガポールが2007年12月, 台湾が2008年 2 
月, 韓国が同 3 月に実施されている｡ それぞれの
調査滞在期間は 7 日から14日である4)｡ 




































材｣ が 2 段階 (永住権が付与される ｢Ｐ - パス｣ 
及び ｢Ｑ - パス｣) に, そして ｢そのほか単純労
働｣ が 3 段階 (永住権のある① ｢Ｓ - パス｣, 及び
永住権のない② ｢Skilled｣ と③ ｢Unskilled｣) に分
かれている｡ 上述の外国人雇用税制度におけるグ
レード別減税措置は, 単純労働 3 グレードにおい
て適用される｡ 特徴的なのは単純労働 3 グレード
の最上位に位置する ｢Ｓ - パス｣ で, このビザへ
のステップアップにより永住権申請が可能になる｡ 
その意味で ｢Ｓ - パス｣ は, 高度人材と単純労働
者の間に位置する ｢中間的人材｣ を取り込む制度
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人雇用税の減額などの積極策を展開し, 現在に至
っている｡ 2007年現在ではシンガポールの 7 世帯
に 1 世帯がこれらの外国人女性を受け入れる規模 











なみに, 看護助手は看護師資格取得によって ｢Ｓ 

























定める ｢いわゆる 3 Ｋ産業｣ 認定の範囲で許可が
出される制度に変更されている｡ 新制度は,  3 Ｋ
業種34種及び (深夜勤務等) 交替制業種44種につ

























































まず第一に, 韓国の ｢産業研修・研修就業制度 




修生｣ の受け入れから始まる｡ これは, 海外に製
造拠点を設けている ｢海外投資企業｣ が, 人手不
足に悩む韓国国内の同企業事業所に対し, 研修生 
(トレーニー) という資格で実質的な労働力供給
を行うシステムであった｡ このシステムは, その 
2 年後の93年に ｢産業研修生制度｣ として改めて
制度化され, しばらく同制度の運用が続いた後, 
さらに 7 年後の2000年に ｢産業研修＋研修就業制
度｣ (日本の研修・技能実習制度に当たる｡ この時
点では産業研修 2 年と雇用による研修就業 1 年の
計 3 年) が制度化されている｡ そして, その 2 年
後の2002年に ｢研修就業｣ 期間が延長されること



























による受け入れ (いわゆる ｢団体監理型｣ 受入受
け入れ) は,  5 省共管による政府外郭団体, 国際






















第二に, 韓国における ｢雇用許可制度｣ の効果
的な運用と, その移住労働者転換 (｢移民｣ への
移行) への戦略性である｡ 
韓国の ｢雇用許可制度｣ は, ドイツの事例の綿
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密な調査研究をベースに検討され, さらに1995年










































を併せて設けている (｢居住権｣ 取得後 5 年を経
て, ｢永住権｣ 申請資格が発生する)｡ その資格変
更の要件には, 滞在期間 (過去10年間で 5 年以上
滞在), 資格条件 (専門学校・大卒レベルの学歴), 
賃金条件 (内国人の平均以上の取得賃金), 資産






























度の変遷については, 表 2 の通り既に整理してあ





46  日本とアジア諸国における外国人単純労働者の受け入れ政策 
者の受け入れの現状についてである｡ ブラジル, 
ペルーなど南米諸国は日系人社会を数多く抱えて
おり, それらを供給国として, 日本は2007年現在, 
約25万人の日系人を受け入れるまでに至っている｡ 














っていた ｢構内下請｣ ｢作業請負｣ 業者 (現在の
生産工程派遣業者など) が, 南米からの日系人採
用に活路を見出し積極的に国際的なリクルーティ

















ついてである｡ 日本の在留資格制度では, 大学院, 
大学学部, 短期大学, 高等専門学校 (高専), 専
修学校 (専門課程) 及び準備教育課程などに在籍
する外国人には在留資格 ｢留学｣ が与えられる｡ 
また, 日本語学校に通う外国人には在留資格 ｢就
学｣ が与えられる｡ 日本は, 2007年現在, 約12万
人の留学生と約 4 万人の就学生を受け入れている｡ 
日本の留学生数は, 1980年代まで約 2 万人程度の
規模でしかなかったが, 当時の中曽根政権による 
｢留学生10万人計画｣ から増加し始め, 90年代前
半には約 5 万人規模まで達している｡ その後90年
代に規模の変化はなかったが, 2000年以降倍増し
始め, 2002年に10万の大台を超え, 現在の12万規
































資格上は, 文科系であれば ｢人文知識・国際業務｣ 
など, 理科系であれば ｢技術｣ など)｡ しかしな
がら, 留学生の卒業後の日本の労働市場への参入
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徴は, 研修生 (在留資格 ｢研修｣) から技能実習
生 (同 ｢特定活動｣) に移行 (在留資格変更) す
る際に技能評価試験を行い, 一定の技能レベルに
達したと認定される者に限り, 新たに技能実習生
として, それまでの ｢研修先企業｣ と労働契約を
結ぶところにある｡ このとき, 技能評価試験は厚
生労働省の技能検定試験制度をベースに ｢62職種
114作業 (2005年現在)｣ に限定されているため, 
その範囲で受け入れ先業種及び企業が限定的にな
る｡ ちなみに, 受け入れの多い業種は, 繊維・衣
服, 機械・金属, 農業, 食品加工, 漁業, 建設業
などである｡ 
現在の外国人研修・技能実習制度は, 1950年代
からの JICA (国際協力事業団) 等による ｢国際貢












たため, 翌91年には, 法務省や労働省 (当時｡ 
現・厚生労働省) など関連官庁共管による外郭団
体 ｢(財) 国際研修協力機構｣ が設置され, さら
に93年, 現在の ｢研修 1 年＋技能実習 2 年｣ の制
度が設けられた｡ これ制度の特徴と目的は, 従来





































要がある｡ なぜなら, 在留資格を問わず, 日本に
おいて単純労働分野で就労する外国人雇用のあり
方は, ｢受け入れの制度設計｣ のみならず, 母国 
(送り出し国) の労働市場の変化すなわち供給サ































るが (2005年現在), イギリス約30万人 (2003年), 











































的が, 当初の ｢(経済産業省的) 産業振興・技術蓄








外国人雇用の多様化 (｢混在職場｣ の増大) とと




























どである｡ こうした外国人の ｢混在職場｣ は, 雇
用される外国人の多様化のみならず, 労働者派遣
ビジネスの自由化に伴い, 日本人派遣スタッフと
























































































































































































































































した｡ 委員会メンバーは佐野哲 (座長・法政大学), 
宣元錫 (中央大学), 安里和晃 (大阪大学), 田中大
一 (東京海上日動リスクコンサルティング・事務局), 
中江郁子 (同)｡ 
2) 受入国と送出国間で締結される ｢二国間協定｣ は, 
協定 (“Agreement”) の形式を取る場合と覚書 (“MOU: 
Memorandum of Understanding”) の形式を取る場合が
ある｡ 一般に, 協定の方が拘束力が強いとされるが, 
韓国は全て覚書, 台湾は協定と覚書の両者を利用し
ており, 実質的に両者に差はない｡ 本報告書では, 
受入国と送出国間の取り決めの総称としては ｢二国
間協定｣ を用い, 個々の Agreement又は MOUに言及
する際は, それぞれ ｢協定｣ 又は ｢MOU｣ と訳出す
る｡ ｢アジア諸国の外国人労働者に関する二国間協定
とマレーシアの事例｣『Business Labor Trend』2006年 
4 月 pp.28-31. 
3) 佐野哲 ｢外国人研修・技能実習制度の構造と機能｣
『国際化のなかの移民政策の課題』明石書店, 2002年 
5 月 pp.94-103. 
4) 実際のヒアリング対象は以下の通りである｡ 委員
会メンバーが, それぞれに 1 ～ 3 時間のヒアリングを
行った｡ 
 【シンガポール】 全国労働組合会議 (NTUC), 保健
省, 国家開発省建築建設局, シンガポール日本商工
会議所, スリランカ大使館, 日系現地法人Ａ社 (保
険), 労働力開発庁, シンガポール全国雇用者連合, 
NGO 団体Ｂ, ジェトロ, 日系現地法人Ｃ社 (電機), 
人材資源省, フィリピン大使館 
 【台湾】 現地企業Ｄ社, 台湾国際労工協会, 日系現
地法人Ｅ社 (電機), 台湾・行政院労工委員会職業訓
練局, マニラ経済文化事務所, 中華民国護理師護士
公会全国総合会, 日系現地法人Ｆ社 (建設), 中華民
国工業協進会, 駐台北インドネシア経済貿易代表処, 
台北市政府労工局, 中区職業訓練センター, 台湾・経
済部投資業務処, 現地企業Ｇ社 (電機), 台湾・内政
部入出国及移民署, 台湾・教育部国際文化教育事業処 
 【韓国】 大韓建設協会, ソウル外国人労働者センタ
ー, 韓国産業人力公団, 水原市社会福祉部, ソウル
朝鮮族協会, 社会福祉法人Ｈ, 法務部出入国・外国人
対策本部, 中小企業中央会, 駐韓フィリピン大使館, 
韓国労総, 韓国・保健福祉部, 水原子教育施設, 日系
現地法人Ｉ社 (電機)  韓国技術大学校 
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